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規制上の取扱い

4
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5
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(1) 損失吸収事由に係る債務免除

(a) 損失吸収事由

(b) 所要損失吸収額





・Tier2資本における劣後ローン

(1) 実質破綻事由に係る債務免除

(2) 内部TLAC実質破綻事由に係る債務免除

・内部TLAC実質破綻事由

劣後特約の概要

実質破綻時債務免除
特約の概要

当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している
場合、または会社更生手続開始の決定がなされ、かつ会社更生手続が継続
している場合、または民事再生手続開始の決定がなされ、かつ民事再生手
続が継続している場合、または日本法によらない破産手続、会社更生手
続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において行われる場合に
は、本借入に基づく元本及び利息の支払請求権の効力は、本劣後債務に基
づく債権と同順位もしくは劣後する、または、その旨規定された債権を除
くすべての債権が、その確定した債権額について全額の弁済を受けたとき
に発生する


